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桁橋の津波被害再現実験

庄司 学1・ 森洋一 郎2

2004年 のイン ド洋大津波で はイン ドネシアやス リランカにおいて橋梁構 造物 が甚大な被 害を受 けた.津 波の作用 に対す

る構造物 の脆弱性評価に関 しては家屋や建屋 を対象 として様々な研究事例が報告 されている一方で,津 波の作用 と橋梁構造

物の被災 との関係については研究事例が少な く,未 解明な点が多 い.以 上 より,本 研究では,ス リランカで被災 した桁橋の

縮尺模型 を製作 し,こ れ らに対す る津波被害再現実験 を実施 し,津 波の浸水深さおよび津波流速 と桁 の形状寸法,桁 重量 を

パ ラメータとして津波の作用 と桁の被害 との関係 を定量的に明らか にす ることで,桁 橋 に対する津波荷重の評価を行 った.

1.は じ め に

2004年12月26日(UTC00:58:49)に イ ン ドネシ

アのスマ トラ島北部沖を震源 とするマグニチュー ドMw

=9 .1か ら9.2の 巨大地震が発生 した(Layら,2005).

この地震によって発生 したインド洋大津波は,東 南アジ

アおよび南アジアを中心にインド洋沿岸諸国に甚大な被

害を引き起 こした.津 波被害が拡大 した要因としては,

家屋被害とともに,港 湾,道 路,電 力施設,上 下水道施

設等の様々な社会基盤構造 物に被害が発生したためであ

る.こ のような社会基盤構造 物の津波被害を振 り返ると,

例 えば,ス リランカでは東部沿岸ならびに南部沿岸,南

西部沿岸の約1,000kmの 広 範囲な領域において,道 路

構造物が津波の作用によって被害を受けた.特 に海岸線

極近傍に立地している橋梁構造物が津波作用力の大小に

応 じて落橋や橋台の洗掘等の被害を被った.

一 方
,道 路構造物の津波発生時における機能に関して

は,地 域住民の避難経路や被災後の救援物資の輸送等に

活用 されるため,こ れらが被災すると復旧 ・復興の過程

において社会 ・経済活動に大 きな影響が及ぶこととなる.

我 が国においても東海地震,東 南海地震,南 海地震を含

め,大 規模な地震に伴う津波災害の可能性が指摘されて

いることか ら,道 路構造物に対する津波 リスクマネジメ

ントは極めて重要な検討課題 となっている.

津波の作用に対する構造物の脆弱性評価 に関しては,

これまで海岸工学の分野で多 くの研究が実施されている.

その中でも,首 藤(1992)は 津波の強度と家屋等の構造

物 の被 害 につ いて研 究 を行 ってお り,松 冨 ・首 藤

(1994)は 北海道南西沖地震津波で得 られた被災データ

に基づいて家屋の被害 と津波の作用 との関係を定量的に

分析 している.ま た,松 冨 ・飯塚(1998)は 津波の再現

実験から津波流速の算定に関する理論式の提案を行って

いる.津 波の流体力の観点からは朝倉 ら(2000)が 護岸

註:図 中には朝倉 ら(2000)による波圧算定式に基づいた

波圧分布を併せて記す.

図-1桁 に作 用 す る津 波 荷重 の モデ ル化

を越流 した津波の波力に関する水理実験 を行ってお り,

松 冨 ・大向(1999)は 家屋の抗力算定に関する水理実験

を行っている.し か しながら,こ れらの研究は構造 物の

中で も家屋や建屋を主として対象 としてお り,津 波の作

用と橋梁構造物の被災の関係に関する研究事例は少な く,

不明な点が多い.

以 上より,本 研究では,2004年 イ ンド洋大津波にお

けるスリランカの橋梁構造物の津波被害を参考として,

現地で被災した桁橋の縮尺模型に対する津波被害再現実

験を実施し,津 波の浸水深さお よび津波流速 と桁の形状

寸法,桁 重量をパラメータとして津波の作用 と桁の被害

との関係を定量的に明らかにすることで,桁 橋に対する

津波荷重の評価を行った.

2.桁 模 型 に対 す る津波再現実験

(1)モ デル化,実 験模型および実験方法

本実験では,ス リランカにおける橋梁構造物の津波被

害データ(庄 司 ・森,2006)を 参考にし,分 析対象橋梁

を単純桁橋 に絞 った上で,図-1に 示す ように桁が橋台

上の桁掛かりから横移動する(以 下,桁 移動)と いう津

波被害形態を桁 一橋台間の摩擦力 、Ffと桁 に対する津波

作用力Fsと の力のつ りあいの関係か らモデル化 した.

桁 に対する津波作用力 、Fsが津波によって桁に作用する
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表-1実 験 で用いた桁模型と実験条件

註:実 験装置の概要を模式的に示 しているため,実 際の縮尺と一部

整合しない箇所がある。

図-2実 験 水 路 の概 要

抗力Fd相 当であると見なす と,こ れ らの関係は以下の

ように定式化できる.

(1)

ここで,桁 に作用する抗力Fdお よび桁-橋 台間の摩擦

力 、Ffは次式により求められる.

(2)

(3)

ここで,ρ ωは海水 の単位体積質量,Cdは 抗 力係数,v

は津 波流速,Aは 桁 の被水圧面積,μ は桁-橋 台間の静

止摩擦係数,m'は 桁 の質量から浮力相当の質量を差 し

引いた実効質量である.

式(1)～ 式(3)の 力のつ りあいに基づ くと,桁 移動が

生 じる直前の津波流速vの 下限値vL(以 下,津 波流速

の逆算値vL)を 次式のように逆算することができる.

(4)

後述する実験水路の寸法に起因した再現可能な津波流

速vを 式(4)に おける津波流速の逆算値 仇 と見なすと,

想定 し得る桁模型の幾何学的な形状(A,m′)が 決まる.

このような考え方に基づいて,本 実験では,落 橋 もしく

は桁移動が生 じた1径 間の桁橋 の桁長,幅 員,桁 高を

1/100で 幾何学的に縮尺 し,表-1に 示 す合計13通 りの

直方体の桁模型を設計 した.こ の形状寸法を踏 まえ,以

下の分析においては式(2)お よび式(4)の 抗 力係数

Cdは2.0と 仮定 した.ま た,実 験開水路の概要を図-2

に示す.表-1中 の記号は図-2の 記号 に対応 している.

以上 より,全13種 類 の桁模型を実験開水路 に設置 し

た上で,貯 水部水深を変化させ,ゲ ー ト急開流れを発生

させて津波を再現 し,各 桁模型に対 して桁移動が生じる

まで実験 を行った.そ の際,い ずれの実験ケースにおい

てもフルー ド数Frは 概 ね1.0と なった.

桁模型は重量を考慮 し,コ ンクリー トで製作 した.ま

た,橋 台模型は桁と橋台の摩擦を再現するために同様に

コンクリー トで製作 した.本 研究で対象とした桁橋は支

承を持たない置き桁形式であ り,こ のような条件を考慮

して桁模型は橋台模型の上に置いただけの状態とした.

なお,桁-橋 台問の静止摩擦係数を変化 させるために,

表-1に 示 す全ての桁模型に対 して,桁 模型の桁掛か り

部分に粒度150の 研磨紙 を貼付し,同 様の水理実道験を行

った.摩 擦係数については,後 述する実験によって別途

求めた.

実験開水路は,図-2に 示 すように長さが6,000mm,

幅が200mm,高 さが195mmの ア クリル製の水路であ

る.水 路には全長2,150mmの 上下式のゲー トを有する

貯水部を設置 し,そ の横に波高調整板を接続することで

全長3,850mmの 一様水深部の水深調整を行った.ま た,

一様水深部の水量を調整するために
,水 路下流端には堰

上げ用の鋼板を設置した上でこれを0～30mmの 範 囲で

上下させ,適 宜調整した.橋 台の前後900mmの 領域に

整流するための区間を設けた上で,桁 模型はゲー トか ら

1,750mmの 位 置に設置した.な お,各 桁模型に対する

開度 λを λ=(1-桁 模 型幅/水 路幅)×100に 基 づい

て求めると表-1の ようになる.

(2)計 測 方 法

計測 したパラメータは桁模型の前面の津波流速と,桁 前

面および背面の浸水深さである.津 波流速に関しては,

図-2に お ける(1)の 位 置 に電磁式流 速計(KENEK製,

VP2000)を 設置して計測 し,ゲ ー ト開放から5秒 間の平均

流速を計測 した.ま た,浸 水深さに関 しては,図-2の(2)

お よび(3)の位置に容量式波高計(KENEK製,CHT6-30)

を設置し,サ ンプリング間隔を1/500秒 として計測 した.
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図-3浸 水深さの時系列波形の一例

(a)前面最大浸水深さを適用した場合

(b)背面最大浸水深さを適用した場合

(c)前面5秒平均浸水深さを適用した場合

図-4津 波の浸水深さおよび津波流速と桁移動の関係

(3)静 止摩擦係数の計測実験

桁 一橋台間の静止摩擦係数 μに関しては,表-1中 の

模型番号4を 橋台と同じ表面加工のコンクリー ト板上に

置いた後,こ の板に傾斜を与え,桁 模型が滑動 した時点

のtanθ を計測することで求めた.摩 擦条件を水理実験

と同様にするため,桁 模型とコンクリー ト板の接触部分

は湿潤状態に保って計測を行い,桁 模型の底面に前述 し

た粒度150の 研磨紙 を貼付 した場合と貼付 しなかった場

合に対 してそれぞれ50回 ず つ計測 を行った.こ れより

静止摩擦係数の平均値を求めると,湿 潤状態のコンクリ

ー ト同士の静止摩擦係数μ0は0 .71,湿 潤状態のコンク

リー トと粒度150の 研 磨紙を貼付 したコンクリー トとの

摩擦係数 μ1は0.80と なった.以 下では,こ れらの数値

を使用する.

3.津 波荷 重 と桁の被害 との関係

(1)津 波 の浸水深さおよび津波流速と桁移動の関係

津波の浸水深 さの時系列の一例を図-3に 示 す.こ れ

は表-1中 の模型番号9に 対 して静止摩擦係数 μが μ0の

場合の結果である.桁 模型の前面の浸水深 さは遡上する

津波の波形を表 している.一 方,桁 模型の背面の浸水深

さは,桁 模型に津波が衝突し,水 位が上下していること

がわかる.こ のような浸水深 さの時系列のデータか ら,

桁 模型の前面および背面の最大浸水深さを求め,こ れら

と津波流速の関係を示す と図-4(a),(b)の よ うになる.

図-4(c)に は,桁 模型の前面の容量式波高計が津波の到

達を計測 した時点か ら5秒 間の平均浸水深さを求め,こ

れらと津波流速の関係をあわせて示 している.い ずれの

図に対 して も,桁-橋 台間の静止摩擦係数μが前述 し

た μ0およびμ1の場合の結果を1つ の図の中にプロット

している.ま た,桁 移動が生じた実験ケース(図 中,×

に相当)に 対 して式(4)に よる津波流速の逆算値vL

(図中,△ に相当)を 求め,そ れらと浸水深 さとの関係

をプロットした.

さ らに,図 中には,松 冨 ・飯塚(1998)に よって提案

されている以下の津波流速に関する算定式に基づいた理

論線を示 している.な お,式(5)は 津 波作用を受ける

物体の前面における津波流速の算定式であ り,一 方,式

(6)は 物 体の背面における津波流速の算定式である.

(5)

(6)

ここで,uは 陸上流速,Rは 対 象地点付近の津波高さ,

Cvは 流 速係数,Eγ はフルー ド数,hfは 津 波進行方向前

面の浸水深 さ,hrは 津 波進行方向背面の浸水深 さであ

る.な お,式(5),式(6)の 適 用に当た って はCv
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図-5実 験 より得られた津波流速と式(4)に よる津波流速

の逆算値の比較

図-6細 長比αおよび津波流速と桁移動の関係

i)静 止摩擦 係数 μ が μoの 場 合ii)静 止 摩擦 係数 μ が μ1の 場 合

(a)桁 重量mが0N(0g)<m≦0.98N(100g)の 場 合

i)静 止 摩擦 係数 μ が μ0の 場 合ii)静 止 摩擦係 数 μ が μ1の 場 合

(b)桁 重 量mが0.98N(100g)<m≦1.96N(200g)の 場 合

i)静 止 摩擦係数 μ が μ0の 場 合ii)静 止摩擦 係数 μ が μ1の 場 合

(c)桁 重量mが1.96N(200g)<m≦2.94N(300g)の 場合

図-7桁 重量m,細 長 比 αお よ び津 波流 速 と桁 移 動 の 関係
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を0.9,.Frを 実験値相当である1.0と 仮 定した.

図-4(b)に よれば,桁 模型の背面における最大浸水深

さと津波流速 との関係を式(6)で は適切に近似で きて

いない.こ れは,津 波が桁を越流したことによる影響で

流れの乱れが大 きくなったためである.一 方,図-4(a)

お よび図-4(c)に よれば,桁 模型の前面における最大浸

水深 さと津波流速の関係,お よび桁模型の前面における

5秒 平均浸水深 さと津波流速の関係については式(5)

に よって精度良く近似されている.従 って,以 下では津

波の浸水深さの指標として桁模型の前面における5秒 平

均浸水深さ(以 下,前 面5秒 平均浸水深 さ)を 用いる.

ここで,実 験によって得 られた津波流速vと 式(4)

に よる津波流速の逆算値vLを 比 較すると図-5の ように

なる.こ れらの相関係数は0.26で あ り,相 関は低い と

言えるが,こ れは図中,・ 印で示 した12ケ ー スのデー

タ間の整合性が悪いためである.一 方,こ れらを除いた

残 りの53ケ ースのデータ(図 中,○ 印)の みで相関係

数を求めると0.70と な り,デ ータ間の整合性は高 くな

る.こ れより,相 関の低い12の デ ータに対しては今後,

検 証が必要であるが,整 合性の高いデータの数を考慮す

ると2.(1)で 示 した桁移動 に関する力学モデルは概ね妥

当であると考えられる.

(2)桁 の形状寸法および桁重量が桁移動に与える影響

桁の形状寸法および桁重量が桁移動に与える影響を検

討するために,桁 長Lと 断面2次 半径 γを用いて桁の

細長比 αを α=L/γ と定義 した.な お,断 面2次 半径 γ

は断面2次 モーメントIと 桁 の橋軸方向の断面積Aを

用いて γ=I/Aよ り計算できる.以 上 より求め られる

細長比 αと実験 によって得 られた津波流速vの 関係 を

求めると,図-6の ようになる.図-6に よれば,細 長比

αが40以 下 の低 い場合には桁移動が生 じる津波流速v

のデータ間にばらつ きが生じているものの,基 本的な傾

向 として細長比 αが高い場合 には低い津波流速で桁移

動が生 じ,細 長比 αが低い場合には高い津波流速で桁

移動が生 じている.

この結果に基づ き桁重量の観点から詳細に検討するた

めに,桁 重量mを3区 分に分類 した上で,細 長比 αと

津波流速の関係 を求めると図-7の ようになる.図-7に

は,静 止摩擦係数μが μ0およびμ1の場合の結果をそれ

ぞれ示 している.い ずれの結果からも,同 程度の桁重量

であれば細長比 αが大 きいほ ど低い津波流速で桁移動

が生 じることがわかる.

4.結 論

本研究では,2004年 イ ンド洋大津波によって生 じた

ス リランカにおける橋梁構造物の津波被害データに基づ

いて,被 災した桁橋の縮尺模型に対する津波被害再現実

験を実施することで津波荷重と桁の被害との関係 を定量

的に明らかにした.得 られた知見は以下の通 りである.

1)津 波作用によって生 じる桁移動という被害形態を

桁-橋 台間の摩擦力 と桁に作用する抗力との力のつ りあ

いに基づいてモデル化することの妥当性を明 らかにした.

また,松 冨 ・飯塚(1998)の 津波流速に関する理論式と

実験で得られた結果 との整合性について検討 した.

2)桁 の形状寸法および桁重量が桁移動に影響 を与え

ることを定量的に示 した.そ の結果,桁 重量が小 さく,

細 長比 αが大 きいほど,桁 移動 の被害が生 じやす く,

同程度の桁重量であれば細長比 αが大 きいほど低い津

波流速で桁移動が生 じると言える.
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